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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

沖縄の情報通信産業特別地区・地域における課税の特例の延長 

2 対象税

目 

① 政策評価の対

象税目 

（法人税：義）（国税 7） 

（法人住民税、法人事業税：義）（地方税 5） 

② 上記以外の税

目 
（事業所税：外） 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】【単独・主管・共管】 

4 内容 《現行制度の概要》 

１．国税   

（情報通信産業振興地域） 

（１）投資税額控除（法人税） 

ア 対象地域内において情報通信業務用設備を新・増設した青

色申告法人は、当該設備の取得価額に次の割合を乗じた金

額を法人税額から控除 

     ・建物及び建物附属設備等の取得価額の合計額が 1,000 万 

円を超えるもの：８％ 

・機械・装置、特定の器具・備品の取得価額の合計額が 100

万円を超えるもの：15％ 

イ 法人税額の 20％が上限額（繰越４年）、取得価額の上限額 20

億円 

ウ 建物附属設備は建物本体と同時に取得する場合に限定 

 

（情報通信産業特別地区） 

（２）所得控除（法人税） 

ア 情報通信産業特別地区内で営む特定情報通信事業から得ら

れた法人所得について、40％に相当する金額を損金の額に

算入（事業認定法人で、法人設立後 10 年間） 

※（１）との選択制。 

 

２．地方税 

（情報通信産業振興地域・特区） 

（１）法人住民税及び事業税 

ア 上記の法人税負担の軽減と同様の効果を適用する。 

（自動連動） 

 

（２）事業所税 

ア 那覇市内において 1,000 万円を超える情報通信業務に供す 

る機械等及び１億円を超える建物等を新・増設した法人は、当

該事業に係る事業所税のうち資産割の課税標準の対象床面積

のうち、１／２に相当する面積を５年間控除 

《要望の内容》 

延長要望 

適用期限を 1 年間延長し、令和４年３月 31 日までとする。 
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《関係条項》 

沖縄振興特別措置法 第 31 条、第 32 条 

租税特別措置法 第 42 条の 9、第 60 条、第 68 条の 13、 

第 68 条の 63 

租税特別措置施行令 第 27 条の 9、第 36 条、第 39 条の 43、 

第 39 条の 90 

租税特別措置法施行規則 第 20 条の 4、第 21 条の 17 の 2、 

第 22 条の 26、第 22 条の 60 の 2  

地方税法 第 23 条第 1 項第 3 号、第 292 条第１項第 3 号 

附則第 33 条  

地方税法施行令 附則第 16 条の 2 の 8 

5 担当部局 情報流通行政局 地域通信振興課 沖縄情報通信振興室 

6 評価実施時期及び分析対象

期間 

評価実施時期：令和２年８月 

分析対象期間：平成 27 年度～令和３年度 

7 創設年度及び改正経緯 平成 10 年度 

・情報通信産業振興地域の創設  

平成 14 年度 

・５年間延長 

・情報通信産業特別地区の創設  

平成 19 年度 

・５年間延長 

・情報通信産業特別地区における認定法人の所得控除等の延長・

拡充（常時従業員数要件 20 名以上を 10 名以上へ緩和） 

平成 24 年度 

・５年間延長 

・情報通信産業特別地区の対象地区にうるま地区（うるま市）を

追加。 

・特定情報通信事業に、バックアップセンター、セキュリティデ

ータセンターを追加 等 

平成 26 年度 

・地域、地区指定及び事業認定に係る権限の県知事への移譲 

・事業認定に係る常時従業員数要件の緩和（10 人→５人） 

・特定情報通信事業に、情報通信機器相互接続検証事業を追加 

・投資税額控除の下限取得価額の引き下げ 

（機械・装置、特定の器具・備品 1,000 万円超→100 万円超） 

平成 29 年度 

 ・２年間延長 

令和元年度 

 ・２年間延長 

8 適用又は延長期間 １年間（令和３年度） 

9 必要性

等 

① 政策目的及び

その根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

 沖縄の情報通信関連産業は、日本本土との遠隔性やアジアとの近

接性などの沖縄の特性を最大限に活かすことで、観光・リゾート産

業に並ぶリーディング産業として今後も成長が期待される分野であ

る。 

 そのような中、AI や IoT などの技術革新によるデータ流通量の増

大やサイバーセキュリティの重要性の高まりにより、データを活用

してイノベーションを創出する事業やサイバーセキュリティ関連の
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事業は、今後も成長が見込まれるところである。 

 このため、沖縄においても、これらの成長著しい事業を営む企業

の集積を進めることで、沖縄における情報通信関連産業の高付加価

値化を促進し、もって沖縄の自立型経済の発展を目指す。 

《政策目的の根拠》 

○ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）  

（目的）  

第一条 この法律は、沖縄の置かれた特殊な諸事情に鑑み、沖縄振興

基本方針を策定し、及びこれに基づき策定された沖縄振興計画に

基づく事業を推進する等特別の措置を講ずることにより、沖縄の

自主性を尊重しつつその総合的かつ計画的な振興を図り、もって

沖縄の自立的発展に資するとともに、沖縄の豊かな住民生活の実

現に寄与することを目的とする。  

  

（定義）  

第三条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。  

六 情報通信産業 情報記録物（新聞、書籍等の印刷物を除く。）の

製造業、電気通信業、映画、放送番組その他影像又は音声その他

の音響により構成される作品であって録画され、又は録音され

るものの制作の事業、放送業（有線放送業を含む。）、ソフトウェ

ア業、情報処理・提供サービス業及びインターネット付随サービ

ス業（インターネットを利用した通信又は情報の処理若しくは

提供に関する事業活動であって政令で定めるものを行う業種を

いう。）をいう。  

七 特定情報通信事業 情報通信産業に属する事業のうち、情報の

電磁的流通（符号、音響、影像その他の情報の電磁的方式による

発信、伝送又は受信をいう。）の円滑化に資する事業、情報処理

の高度化を支援する事業その他の企業等の経営の能率及び生産

性の向上を図る事業であって、その事業を実施する企業の立地

を図ることが情報通信産業の集積を特に促進するものとして政

令で定めるものをいう。  

八 情報通信技術利用事業 情報通信産業以外の業種に属する事

業者が情報通信の技術を利用する方法により商品又は役務に関

する情報の提供を行う事業その他の政令で定める事業をいう。  

 

（情報通信産業振興計画の作成等）  

第二十八条 沖縄県知事は、情報通信産業の振興を図るための計画

（以下「情報通信産業振興計画」という。）を定めることができる。  

２ 情報通信産業振興計画は、次に掲げる事項について定めるもの

とする。 

一 略 

二 情報通信産業の振興を図るため必要とされる政令で定める要

件を備えている地域の区域 

三 前号の区域内において特定情報通信事業を実施する企業を促

進するため必要とされる政令で定める要件を備えている地区を

定める場合にあっては、その区域 

３～８項 （略） 
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（情報通信産業特別地区における事業の認定）  

第三十条 提出情報通信産業振興計画に定められた情報通信産業特

別地区の区域において設立され、当該区域内において特定情報通

信事業を営む法人は、当該区域内に本店又は主たる事務所を有す

るものであること、常時使用する従業員の数が政令で定める数以

上であることその他政令で定める要件に該当する旨の沖縄県知事

の認定を受けることができる。 

２～４項 （略） 

 

（課税の特例） 

第三十一条 提出情報通信産業振興計画に定められた情報通信産業

振興地域の区域内において情報通信産業又は情報通信技術利用事

業の用に供する設備を新設し、又は増設した法人が、当該新設又は

増設に伴い新たに機械及び装置、器具及び備品、建物及びその附属

設備並びに構築物を取得し、又は製作し、若しくは建設した場合に

は、租税特別措置法で定めるところにより、課税の特例の適用があ

るものとする。 

２ 前条第一項の認定を受けた法人の特定情報通信事業に係る所得

については、租税特別措置法で定めるところにより、課税の特例の

適用があるものとする。 

 

○ 沖縄振興基本方針（平成24年5月11日 内閣総理大臣決定）  

Ⅱ 沖縄の振興の意義及び方向 

２ 沖縄振興の方向  

(1) 沖縄の優位性を生かした民間主導の自立型経済の発展  

アジア地域との地理的近接性、亜熱帯という自然的特性等の

沖縄の優位性を生かした産業振興を戦略的に進めていく。 

特に、成長するアジア地域の活力を取り込み、観光・リゾー

ト産業、情報通信関連産業に加えて国際物流拠点産業等を新し

いリーディング産業として確立していくことにより、沖縄の自

立を図るとともに、我が国の成長戦略と軌を一にして、我が国

やアジア・太平洋地域の発展にも寄与していく。  

  

Ⅲ 沖縄の振興に関する基本的な事項  

１ 観光、情報通信産業、農林水産業その他の産業の振興に関する

基本的な事項  

(2) 情報通信関連産業  

情報通信関連産業は、アジア地域との近接性やリスク分散の

観点からも、沖縄が優位性を発揮し得る産業分野であり、今後

も戦略的に振興を図っていくことが必要である。 

このため、沖縄の地理的優位性を活用する企業立地の促

進、アジア諸国の企業等との連携の強化、グローバルな競争

力を有する人材や企業の育成、クラウド時代への対応、行政

分野を含む多分野のＩＴ化の促進等を目指す。 

② 政策体系にお

ける政策目的

の位置付け 

【政策】V.情報通信（ICT 政策） 

【施策】２．情報通信技術高度利活用の推進 
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③ 達成目標及び

その実現による

寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

１．達成目標 

・情報通信関連企業の立地数を令和３年度までに 560 社とする。  

  （平成 31 年１月現在の実績：470 社） 

・立地企業による雇用者数を令和３年度までに 4.2 万人とする。 

  （平成 31 年１月現在の実績：29,403 人） 

 ・ソフトウェア業における一人当たりの年間売上高を令和３年度

までに 1,450 万円とする。（平成 30 年度の実績：1,124 万円） 

※「情報通信関連企業立地数」は、平成２年以降に沖縄県に立地した以下①、②

の合計。 

①本社所在地が県外にある支社・支店・営業所・事業拠点の数 

②県外企業の子会社・関連企業の数 

 

２．測定指標 

令和３年度までに 

・本制度を活用した企業数 37 社 

・本制度を活用した企業による雇用者数 15,670 人 

 

※達成目標については、沖縄振興特別措置法に基づいて沖縄県が定めた沖縄振興計

画（沖縄 21 世紀ビジョン実施計画）の目標値に基づき設定する。 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

本制度を通じて、沖縄県内への情報通信関連企業の立地を促進す

るとともに、当該進出企業の事業活動や設備投資を後押しすること

で、沖縄県内における情報通信産業の集積を促進しその高度化に寄

与する。 

また、更なる情報通信関連産業の集積により、社会基盤としての情

報通信技術の活用を通じて、観光産業をはじめとする他の産業への

波及効果、ひいては沖縄県の産業振興に寄与することが期待できる。 

10 
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① 適用数 １．過去５年間の適用件数                            

                                         （単位：件） 

 Ｈ27 Ｈ28 H29 H30 R1 

所得控除 1 0 1 1 2 

投資税額控除 15 21 17 16 13 

法人住民税 － － － － － 

事業税 － － － － － 

※国税について、平成 27 年度から平成 30 年度は、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する

報告書」（財務省）。 

※地方税（法人住民税・事業税の自動連動分）について、平成 27 年度から平成 30 年度は、「地方税に

おける税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書」（総務省）。 

※令和元年度の国税の適用状況については、沖縄県庁実施の企業アンケート調査。 

※事業税については、課税標準が所得金額であることから、投資税額控除とは連動しない。また、事業

税に地方法人特別税を含んでいる。 

※算定できないものについては「－」と記載。 

 

２．今後の適用件数見込み 

 令和２年度及び令和３年度は、平年度で所得控除 1 件､投資税額

控除 18 件の適用を見込む。 

（算定根拠は別紙「減収額・適用数見込みの試算」参照。） 
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３．所得控除の適用実績が僅少な理由 

対象業種の立地企業は順調に増加しているが、立地企業が所得控

除を適用するための事業認定の要件（専ら対象事業を営むこと等の

要件）を満たすことができない等の理由により、立地企業に比し、

認定法人数が少ない状況である。 

今後も引き続き本制度を企業誘致のインセンティブとして、情報

通信関連産業の集積と高度化を図り、自立型経済の構築を着実に推

進していきたい。 

 

 

＜参考：認定企業数＞ 

 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

認定 

法人

数 

新

規 

累

計 

新

規 

累

計 

新

規 

累

計 

新

規 

累

計 

新

規 

累

計 

1 1 1 2 0 2 1 3 1 4 

 

４．制度の周知活動実績（令和元年度） 

 本制度の利活用促進を図るため、県内企業、県内経済団体、銀

行、税理士、商工会・商工会議所等の企業支援機関や行政機関を対

象とした「沖縄振興税制活用セミナー」を２回開催した（R１.10

月）。 

 また、企業誘致の取組として、国内では東京及び大阪絵での企業

誘致セミナーの開催に加え、クラウドコンピューティング EXPO に

出展した。  

国外では、InnoVEX2019(台湾)に県内企業とともにブース出展す

るなど、効果的なプロモーションを展開した。 

このほか、「投資環境視察ツアー」や企業戸別訪問などにより本

制度の周知を図った。 

 さらに沖縄県産業振興公社においても、公社全体の事業説明会や

経済団体が主催する各種説明会において本制度の周知を図るととも

に、商工会・商工会議所、金融機関等を訪問し、事業説明とリーフ

レットを配布した。 

相談件数においては、情報特区・振興地域制度に関する問合せを

26 件、制度全般に関する問合せを 153 件受けており、制度をインセ

ンティブとした企業誘致が着実に進んでいる。 

 

＜参考①：令和元年度県外企業向けセミナーの実績＞ 

 参加人数 

企業誘致セミナー 333 人 

投資環境視察ツアー 14 人 

沖縄振興税制セミナー 128 人 

 

＜参考②：「ワンストップ相談窓口」における相談件数＞ 

相談内容 件数 

制度全般に関すること 153 件 

情報特区・振興地域制度 26 件 

その他（他制度に関することを含む） 308 件 

合計 487 件 
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＜参考③：個別企業訪問実績＞ 

 令和元年度：64 社 

② 適用額 １．過去５年間の適用額 

（単位：百万円） 

 H27 H28 H29 H30 R1 

所得控除 1 0 1 9 20 

投資税額控除 860 709 538 544 532 

法人住民税 118 91 69 70 － 

事業税 0 0 0 0 － 

※国税について、平成 27 年度から平成 30 年度は、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する

報告書」（財務省）。 

※地方税（法人住民税・事業税の自動連動分）について、平成 27 年度から平成 30 年度は、「地方税に

おける税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書」（総務省）。 

※令和元年度の国税の適用状況については、沖縄県庁実施の企業アンケート調査。 

※事業税については、課税標準が所得金額であることから、投資税額控除とは連動しない。また、事業

税に地方法人特別税を含んでいる。 

※算定できないものについては「－」と記載。 

 

２．今後の適用額見込み 

令和２年度及び令和３年度は、平年度で所得控除 1 百万円、投資

税額控除 720 百万円の適用を見込む。 

（算定根拠は別紙「減収額・適用数見込みの試算」参照。） 

 

③ 減収額 １．過去５年間の減収額 

（単位：百万円） 

 

※平成 27 年度から平成 30 年度については、「租税特別措置の適用実態調査の結果に

関する報告書（財務省）」における活用実績に基づいて試算。令和元年度について

は、沖縄県実施の企業アンケート調査における活用実績に基づいて試算。 

※法人住民税について、平成 27 年度から平成 30 年度は、「地方税における税負担軽減

措置等の適用状況等に関する報告書」（総務省）。 

※令和元年度の法人住民税は、国税の減収額に税率７％乗じて算定。 

※令和元年度の事業税は、所得控除の適用額に税率 6.47％を乗じて算定。 

 

２．今後の減収見込み 

令和２年度及び令和３年度は、平年度で所得控除０百万円、投資税

額控除 720 百万円、法人住民税 50 百万、事業税０百万の減収を見込

む。 

（国税の算定根拠は別紙「減収額・適用見込みの試算」参照。） 

 H27 H28 H29 H30 R1 

所得控除 0 0 0 2 5 

投資税額

控除 

860 709 538 544 532 

法人住民

税 

118 91 69 70 38 

事業税 0 0 0 0 0 

合計 978 800 607 616 575 
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（法人住民税は、国税の平年度の減収額に税率 7％を乗じた額。） 

（事業税は、所得控除の平年度の適用額に税率 6.47％を乗じた額。） 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

１．政策目的の達成状況 

 本制度の政策目標のうち情報通信関連企業の立地数とその雇用者

数については、平成 20 年１月時点の 194 社、16,317 人から、平成

31 年１月時点で 470 社、29,403 人となっており、制度の拡充等の

変遷とともに着実に増加している。これに伴い、沖縄県の情報通信

業の生産額も平成 23 年度以降順調に増加しているところ（参考

①）。 

また、本県のソフトウェア業における一人当たりの年間売上高に

ついても、平成 25 年度の 844 万円から平成 30 年度の 1,124 万円と

なっており、徐々にではあるが増加している。 

これらのことから、本制度が一定のインセンティブとなって企業

立地や企業の設備投資が進み、新たな雇用創出や情報通信関連産業

の高度化による自立型経済の構築が進んでいるものと考えられる。 

しかしながら、前述のソフトウェア業における従業者数一人当たり

の年間売上高については増加しているものの、全国と比較すると平

均値を下回っていることから、生産性の向上が課題となっている

（参考②）。 

 一方、ソフトウェア業やコンテンツ制作業の立地数はコールセン

ターや情報サービス業などと比べ順調に増加すると共に雇用者数も

伸びていることから、沖縄県の情報通信産業の構造に少しずつ変化

が見られ始めている（参考③）。このため本県のソフトウェア業に

おける一人当たりの年間売上高についても、今後の動向を注視しつ

つ、情報通信関連産業の更なる高度化を促進していくためには、業

務効率化や付加価値を高めるための新たな投資を促進するととも

に、先端的なＩＴ（情報技術）の活用によるイノベーションを創出

する企業の集積により、生産性を向上させていくことが必要であ

る。 

 

＜企業アンケート＞ 

 税制に関する企業アンケート（H29.12 時点）において、「優遇税

制が、沖縄への移転・進出の意思決定に影響した」と回答した割合

が 56％、「所得控除が企業誘致策に有効である」と回答した割合が

40％、「優遇税制が、設備投資等の意思決定に影響した」と回答し

た割合が 34％、「優遇税制の活用によって計画より前倒しで投資を

した、計画より大規模な投資をした」と回答した割合が 43％と、優

遇税制が企業誘致や設備投資のインセンティブとして働いているこ

とが示されている。 

 

＜企業ヒアリング＞ 

 令和２年６月の企業ヒアリングにおいて、平成 30 年度、令和元

年度に所得控除の適用を受けた事業者から「１名雇用することがで

きた」との回答があり、減税額が雇用促進に活用されていることが

分かる。 

 

＜参考①：情報通信業の名目県内総生産＞ 
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（単位：百万円） 

 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 
情報通信業の名

目県内総生産 

182,934 192,109 195,318 198,686 208,184 214,978 

※平成 28 年度県民経済計算（沖縄県企画部） 

 

＜参考②：ソフトウェア業一人当たり年間売上高（都道府県順位）＞ 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 25～27 年、平成 29 年～30 年は特定サービス産業実態調査（経済産業省）、 

平成 28 年は経済センサス（総務省） 

※指数について：平均値を 100 とした場合の沖縄県のソフトウェア業の従業者一人

当たりの年間売上高の割合 

 

 

＜参考③：沖縄へ立地した情報通信関連企業の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※沖縄県調査 
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２．所期の目標の達成状況 

情報通信関連企業の立地数及びその雇用者数については目標達成

に向けて増加している。一方、ソフトウェア業の一人あたりの年間

売上高については５年前と比較して増加しているものの近年伸び悩

んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※立地企業数と雇用者数については、沖縄県調査 

※ソフトウェア業一人当たりの年間売上高については、平成 25～27 年度及び平成 29、30

年度は特定サービス産業実態調査（経済産業省）。平成 28 年は経済センサス（総務

省）。 

 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

１．達成目標の実現状況 

令和３年度までに 

・本制度を活用した企業数 37 社 

・上述の企業進出に伴う雇用者数 15,670 人 

 

 測定指標のうち活用企業数については、令和元年度の指標 27 社

に対し、見込みが 19 社と 70%の実績に止まり、直近３カ年は横ばい

で推移している。 

 また、雇用者数については、令和元年度の指標 11,435 人に対

し、見込みが 6,669 人と 58%の実績に止まっているものの、直近３

カ年は着実に増加しており、本税制の後押しによる着実な投資の促

進及び雇用者の増による生産拡大が図られ、沖縄県の情報通信関連

産業の振興に寄与している。 

 

実績・見込み： 

  H28 H29 H30 R1 R2 R3 

活用企業数（指

標） 
16 19 23 27 32 37 

活用企業数（実

績） 
21 18 17 - - - 

活用企業数（見込

み） 
- - - 19 19 20 

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

立地企業数（社） 301 346 387 427 454 470

雇用者数（人） 24,869 25,912 26,627 28,045 29,379 29,403

ソフトウェア業一

人当たりの年間売

上高

844 1,263 1,213 1,379 1,319 1,124

立地企業の増加率

（%）
14.4 15 11.8 10.3 6.3 3.5

雇用者数の増加率

（%）
4.8 4.2 2.8 5.3 4.8 0.1

ソフトウェア業一

人当たりの年間売

上高の増加率（%）

－ 49.6 △4.0 13.7 △4.3 △14.7
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雇用者数（指標） 6,776 8,047 9,741 11,435 13,552 15,670 

雇用者数（実績） 3,589 2,597 5,972 - - - 

雇用者数（見込

み） 
- - - 6,669 6,669 7,020 

※測定指標は H28 年度に過去の実績から将来の適用見込みを試算。 

※平成 28 年度から平成 30 年度の活用企業数（実績）は「租税特別措置の適用実態

調査の結果に関する報告書（財務省）」。 

※令和元年度から令和 3 年度の活用企業数（見込み）及び雇用者数（見込み）は本

年度までの過去の実績から将来の見込みを試算。活用企業数（見込み）の算定根

拠は別紙「減収額・適用見込みの試算」参照。 

※「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（財務省）」では、適用企業

の情報までは公開されないため、雇用者数については、沖縄県が実施したアンケ

ート調査をもとに推計した。 

※推計の計算過程 

（平成 28 年度） 

 ・沖縄県企業アンケート調査による平成 28 年度適用企業数とその雇用者数： 

  13 社、1,879 人（ただし、うち２社については雇用者数不明） 

・１社当たりの雇用者数：171 人（1,879 人/11 社） 

・企業アンケート調査で雇用者数を把握できなかった活用企業数：10 社 

・平成 28 年度において本制度の適用を受けた企業の雇用者数： 

 1,879 人＋10 社×171 人＝3,589 人 

（平成 29 年度） 

 ・沖縄県企業アンケート調査による平成 29 年度適用企業数とその雇用者数： 

  15 社、1,877 人（ただし、うち２社については雇用者数不明） 

 ・１社当たりの雇用者数：144 人（1,877 人/13 社） 

 ・企業アンケート調査で雇用者数を把握できなかった活用企業数：5 社 

  1,877 人＋5 社×144 人＝2,597 人 

（平成 30 年度） 

 ・沖縄県企業アンケート調査による平成 30 年度適用企業数とその雇用者数： 

  14 社、3,866 人（ただし、うち３社については雇用者数不明） 

 ・１社当たりの雇用者数：351 人（3,866 人/11 社） 

 ・企業アンケート調査で雇用者数を把握できなかった活用企業数：6 社 

  3,866 人＋6 社×351 人＝5,972 人 

（令和元年から令和 3 年度） 

・一社当たりの雇用者数は、平成 30 年度沖縄県アンケート調査による推計値 351

人から試算。 

 

 

２．制度が延長できない場合の影響 

本制度は企業誘致のインセンティブとして有効であり、順調な企

業立地の実績にも示されている。このため企業誘致や設備投資等に

マイナスの影響が出ることが予想される。 

また、政府において大胆な税制や予算、規制改革等を総動員する

ことで「Society5.0」※の実現を目指す取組みが進められていると

ころ（新しい経済政策パッケージ（平成 29 年 12 月８日閣議決

定））に加え、地方創生の観点からも Society5.0 の実現に向けた技

術の活用について推進することが示されているところである

（R1.6.21 閣議決定「まち・ひと・しごと創生基本方針 2019」）。 

このため、県内他産業においてもＡＩやＩｏＴなどの技術（参

考）を活用した生産性の向上が求められ始めており、県としてもこ

れらの技術の各産業での活用に向け支援に取り組んでいるところで
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はあるが、そのためには引き続き情報通信関連産業の更なる集積及

び高度化は重要な課題であり、効果的な施策を講じていく必要があ

る。 

しかしながら、本制度が延長できない場合、イノベーション創出

のキーとなる情報通信関連企業の立地や、企業の新規取組等に向け

た投資インセンティブにマイナスの影響が生じ、結果として他産業

の成長にも影響を及ぼし、自立型経済構築の推進力低下が懸念され

る。 

 

 

＜企業アンケート＞ 

 税制に関する企業アンケート（H29.12 時点）において、「優遇税

制が、沖縄への移転・進出の意思決定に影響した」と回答した割合

が 56％、「所得控除が企業誘致策に有効である」と回答した割合が

40％、「優遇税制が、設備投資等の意思決定に影響した」と回答し

た割合が 34％、「優遇税制の活用によって計画より前倒しで投資を

した、計画より大規模な投資をした」と回答した割合が 43％となっ

ており、本制度が延長されない場合、沖縄への移転・進出や積極的

な設備投資に重大な影響を与えることが想定される。 

 

＜企業ヒアリング＞ 

 令和２年６月の企業ヒアリングにおいて、平成 30 年度、令和元

年度に所得控除の適用を受けた事業者から「１名雇用することがで

きた」との回答があり、減税額が雇用促進に活用されていること

が分かる。 

 

（参考） 

＜県内産業における実例＞ 

・船上入札（ＩＴ×水産） 

  船上において電子端末を活用した入札システムにより、効率的

な販売へつなげる。モズク養殖においてシステム導入を予定 

・マンゴー栽培（ＩＴ×農業） 

温度や湿度、日照時間等を計測するＩｏＴセンサーにより最適

な収穫時期を把握することによる品質の向上 

・海ブドウ養殖（ＩＴ×水産） 

水温やＰＨ、酸素量等を測定するＩｏＴセンターにより最適な

量の二酸化炭素の自動供給による品質の向上 

・ゴミ回収の効率化（ＩＴ×環境） 

ゴミ箱内に設置したＩｏＴセンサーによりゴミの量をリアルタ

イムで確認することによるゴミ回収の効率化 
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⑤ 税収減を是認

する理由 

本制度は、情報通信関連企業の沖縄への立地を促進し、当該企業

の事業活動を通じて、沖縄における情報通信産業の発展や雇用の創

出に寄与しており、平成 30 年度に本制度を活用した 17 企業におい

ては、約 6,000 人が雇用されている。 

沖縄県の労働生産性を踏まえると、当該雇用によって県内の総生

産を約 743.1 億円押し上げる経済効果が生じたものと試算され、本

制度による 546 百万円（平成 30 年度の減収額）の税収減を是認す

る効果があったものと考える。 

 

・税活用企業による雇用者数：5,972 人 

・沖縄県情報通信業の労働生産性：12,442,584 円 

→ 県内総生産の押上げ効果：743.1 億円 

※労働生産性は、県内情報通信業就業者一人当たりの生産額 

（情報通信業にかかる名目県内総生産/県内情報通信業就業者

数） 

（「平成 29 年度県民経済計算」（沖縄県企画部）に基づいて試

算） 

・今後３年間の経済効果 

 R1：6,669 人×12,442,584 円＝829.8 億円 

 R2：6,669 人×12,442,584 円＝829.8 億円 

 R3：7,020 人×12,442,584 円＝873.5 億円 

              2,533.1 億円 

11 相当性 ① 租税特別措置

等によるべき妥

当性等 

情報通信産業振興地域・特区においては、データセンター業、イ

ンターネット・サービス・プロバイダ、ソフトウェア業等、多様な

業種を(特定)情報通信産業と定義しており、また、その企業規模や

ビジネス形態等も多様である。これらの企業へ効果的にインセンテ

ィブを与え、当該地域への立地や設備投資を促す手段としては、予

算の制限や特定の企業を対象とした補助金等ではなく、各企業の経

営計画に柔軟に対応でき、対象業種の全ての企業に対し制度が保証

されている税制措置が妥当と考えられる。 

また、本制度においては、地域指定・事業認定等のスキームを通

じて、産業及び貿易の振興、自立型経済の構築等に資すると判断さ

れる場合に限定して、投資税額控除等の措置を講じていることか

ら、必要最小限の特例措置であると考えられる。 

② 他の支援措置

や義務付け等

との役割分担 

沖縄県では本制度のほか、沖縄振興特別推進交付金等の補助事業

もあるが、これらの補助事業では新事業創出支援や地理的不利性の

解消への支援を行っているのに対し、本制度では事業者による設備

投資等への支援を行っており、役割分担を図っている。 

③ 地方公共団体が

協力する相当性 

本制度は沖縄県からの要望を踏まえて要望するものであり、国税に自

動連動等する地方税の軽減はあるものの、本制度の達成目標を実現す

ることは、沖縄県が策定した沖縄振興計画の目標達成にも寄与するた

め、沖縄県が協力する相当性がある。 

12 有識者の見解 ‐ 

13 前回の事前評価又は事後評

価の実施時期 

平成 30 年 8 月（Ｈ30 総務 04） 
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情報通信産業特別地区・地域における減収額・適用見込み（試算） 

 

○情報通信産業特別地区・地域における租税特別措置について、１年間延長した場合の減収見

込みについて、下記のとおり試算。 

 

１． 適用実績 

（単位：件、百万円） 

項    目 

事業

認定 

（累計） 

所得控除 投資税額控除 減収額

合計 

件数 件数 適用額 減収額 件数 
適用額 
（減収額） 

Ｈ26 年度 1 0 0 0 13 693 693 

Ｈ27 年度 2 1 1 0 15 860 860  

Ｈ28 年度 2 0 0 0 21 709 709 

Ｈ29 年度 3 1 1 0 17 538 538 

Ｈ30 年度 4 1 9 2 16 544 546 

合計  3 11 2 82 3,344 3,346  

5 年平均  1 2 0 16 668 668  

1 件あたりの

適用額 
 3 40 

Ｈ31 年度 4 2 20 5 13 532 532 

※平成 30 年度までは租税特別措置の適用実態調査結果、平成 31 年度は沖縄県のアンケート調査に基づく。 

※法人税率については、平成 27 年度は 23.9％、平成 29 年度は 23.4％、平成 30・31 年度は 23.2％として試算。 

 

２． 適用件数の増加率（投資税額控除） 

（単位：件、％） 

項  目 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 平均 

適用件数 13  15  21 17 16 16  

増加件数 2  2   6 -4 -1 - 

増加率 18.2% 15.4% 40.0% -19.0% -5.80% 9.76% 

※平成 30 年度までの租税特別措置の適用実態調査結果を基に算出する。 

 

３． 平成 31 年度以降の見込み 

（所得控除について） 

仮定①：事業認定については、平成 26 年度の要件緩和以降、５年間で 4 件の事業認定の実績

ではあるが、専ら要件のため平成 31 年度に１社が認定取消となっていることから、２年に

1 件（≒0.5 件（3 件/6 年間））程度の増加見込みとする。                                                      

仮定②：企業認定の翌々年に所得控除を適用する。 
     ※実績では、事業認定の当年、又は翌年に所得控除を適用していることから、翌々年には所得控除適用の可能性が
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高いとして適用する。 

仮定③：所得控除を活用していた１社が平成 31 年度に認定取消になったことから、令和２、３年

度についてはこれまでの実績と活用見込のある企業への調査により、所得控除 1 件、

適用額は 1 百万円とする。 

     

 

（投資税額控除について） 

仮定④：適用実績から、現行制度の枠組みでの適用件数の見込みは、過去５年間の適用件数

の増加率の平均から、１年度当たり 9.8％の割合で増加するとして算出する。 

                                             （単位：件） 

 H31 年度 R2 年度 R3 年度 

現行の枠組みでの適用件数見込み 17 18 19 

 

仮定⑤：適用実績から、現行制度の枠組みでの投資税額控除 1 件当たりの適用額は、過去 5 年

間の適用額の平均から、1 件当たり 40 百万円とする。 

 

 

○以上の仮定に基づき、各年度の減収額・適用見込みを試算 

（単位：件、百万円） 

年度 

事業認定 所得控除 投資税額控除 減収額 

見込み 

（⑤ ＋⑥） 
① 件数 ② 件数 

③ 適用額 

(②×1) 

④ 減収額 

（③×税率） 

⑤ 件数 

 

⑥ 適用額 

(減収額) 
※ 

Ｈ31 年度 3 2 9  2 17 680 682 

R2 年度 3 1 1  0 18 720 720 

R3 年度 4 1 1  0 19 760 760 

合計  4 11  2 54 2,160 2,162 

平年度見込  1 1 0 18 720 720 

※法人税率については、23.2%として試算。 

※投資税額控除：⑤×40 百万円 
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